
貸　借　対　照　表

（平成26年３月31日現在）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） 百万円 （負債の部） 百万円

流 動 資 産

現 金 お よ び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

土 　 　 地

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

そ 　 の 　 他

無形固定資産

借 地 権

リ ー ス 資 産

そ の 他
投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

開設者預託保証金

保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

14,518

2,558

172

7,189

4,288

3

530

68

109

△401

5,853

4,336

1,525

2

2,603

10

33

161

302

59

5

237

1,214

563

125

3,143

34

31

62

△2,745

流 動 負 債 11,957

受 託 販 売 未 払 金 362

買 掛 金 3,877

短 期 借 入 金 7,200

未 払 法 人 税 等 53

未 払 費 用 278

リ ー ス 債 務 20

そ 　 の 　 他 164

固 定 負 債 2,103

預 り 保 証 金 833

リ ー ス 債 務 20

退 職 給 付 引 当 金 1,156

繰 延 税 金 負 債 69

そ 　 の 　 他 23

負 債 合 計 14,060

（純資産の部）

株 主 資 本 6,099

資 　 本 　 金 2,628

資 本 剰 余 金 1,627

資 本 準 備 金 1,627

利 益 剰 余 金 1,866

利 益 準 備 金 494

その他利益剰余金 1,372

繰越利益剰余金 1,372

自 己 株 式 △23

評価・換算差額等 211
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 211

純 資 産 合 計 6,311

資 産 合 計 20,371 負債・純資産合計 20,371

  (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。



損　益　計　算　書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

科　　　　目 金　　　　額

百万円 百万円

売 上 高 113,594

売 上 原 価 107,675

売 上 総 利 益 5,918

販売費および一般管理費 5,418

営 業 利 益 500

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

受 取 配 当 金 29

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 41

そ の 他 17 94

営 業 外 費 用

支 払 利 息 40

そ の 他 2 43

経 常 利 益 551

特 別 利 益

子 会 社 株 式 売 却 益 77 77

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 82

そ の 他 1 83

税 引 前 当 期 純 利 益 544

法人税、住民税および事業税 60

法 人 税 等 調 整 額 9 70

当 期 純 利 益 474

  (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。



株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資
本合計資 本

準 備 金
利 益
準 備 金

その他利益
剰 余 金 利益剰余

金 合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 2,628 1,627 494 991 1,486 △22 5,719

当期変動額

剰余金の配当 △94 △94 △94

当期純利益 474 474 474

自己株式の
取得

△0 △0

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － － 380 380 △0 380

当期末残高 2,628 1,627 494 1,372 1,866 △23 6,099

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金

当期首残高 202 5,922

当期変動額

剰余金の配当 △94

当期純利益 474

自己株式の
取得

△0

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

8 8

当期変動額合計 8 388

当期末残高 211 6,311

(注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。



[個別注記表]

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　有価証券の評価基準および評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

２　デリバティブの評価基準および評価方法

時価法

３　たな卸資産の評価基準および評価方法

個別原価法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により

算定)

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法、貸倒懸念債権お

よび破産更生債権等については財務内容評価法に基づいて計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。



②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている金銭債権債務については、振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約取引

ヘッジ対象　　売掛金および買掛金

(3) ヘッジ方針

為替予約取引については、外貨建売掛債権および一部魚種の代金に振当てる用途に限定する

方針であります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

振当処理によっているため、省略しております。

(5) リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

為替予約取引は、営業担当部署で実行し、海外室および総務部で管理しております。なお、

取引限度額を仕入および販売予定の成約済輸出入外貨代金を限度とする方針であります。

７　消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

　（貸借対照表）

　前事業年度において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「破産更生

債権等」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「破産更生債権等」は843百万円であります⁹




